
 

 

 
研究課題名 法と経済学的手法による国際知的財産担保法研究 

－方法論の充実と普及を目的として 

 

九州大学・大学院法学研究院・教授  河野
こうの

 俊行
としゆき

 

 
研 究 分 野：国際法学 

キ ー ワ ー ド：国際私法 
【研究の背景・目的】 

私人・私企業を当事者とする国際的な紛争の解
決にあたっては、まずどの国の法が適用されるか
を決定しなければなりません。その決定は、各国
の国会が制定する法律（国際私法）によって行わ
れますが、その方法論は多くの国（日本を含む）
において未だに 19 世紀にドイツで確立された方
法論に拠っています。無論それは徐々に洗練され、
細分化して発展してきたのですが、根底にある発
想は変わっていません。1950-60 年代のアメリカ
の研究者による問題提起をのぞけば、これまで方
法論をめぐる議論は低調でした。ほかの法分野で
は有力な法と経済学の手法が、国際私法の方法論
として主張され始めたのは、ここ 10 年ほどのこ
とです。 
ところで、知財が企業の国際戦略において重要

性を増すと同時に、その経済的価値を活用するべ
く、知財を担保として信用を受ける知財担保が活
発化しています。ところが各国の担保法、知財法
とも異なっているため、国際的な知財担保（外国
の知財を担保にする、当事者の一が外国企業であ
る等）が問題となる場合、どの法によって知財担
保の諸問題を解決するか、がまず問題となるわけ
です。 
国連国際商取引法委員会(UNCITRAL)はこの

問題の重要性に気付き、平成 22 年 6 月/7 月の第
43 回会期において、知的財産担保の国際私法ルー
ルを含む立法ガイドラインを採択しました。しか
し採択された案は、会期終了直前に、専ら交渉決
裂回避を目的としたものでした。知的財産担保が
国際的に活用され、より多くの発明や創作、また
はそれを実装した商品及び役務の社会への提供を
生み出す原動力になるべきである、という観点か
らは、問題が多いと言わざるを得ません。これは
従来型の国際私法方法論の限界を如実に示すもの
であり、方法論的な打開策が示されなくてはなり
ません。 

本研究では、知的財産担保の目的に最も適合す

る手段は何かという発想から新たな国際私法ルー

ルの可能性を探り、それを介して、法と経済学の

手法の有用性を示したいと考えています。 

 
【研究の方法】 

担保機能をもつ取引行為、すなわち、譲渡、共

有、信託、制限物権型担保、ライセンスの 5 つを

念頭に、準拠法選択に関して、想定されるプレー

ヤー間のゲーム理論的なモデルを組み立て、それ

を展開拡張します。取引当事者の一方が知財を生

み出し、他方がそれを利用するという取引関係を

想定し、その当事者間の紛争の可能性を想定した

場合に、事前にどのような準拠法決定ルールを定

めておくことが望ましいかを分析します。その後、

単独の第三者（第三者対抗要件）、複数の第三者（優

先順位、競売など）の状況に拡張してゆきます。

こうして得られた結論につき、資金需要側と資金

供給側の両者に対してヒアリングを行い、有用性

を実証します。 
 

【期待される成果と意義】 
知財担保に関する国際私法ルールを策定、提案

します。さらに国際私法における法と経済学的ア
プローチの有用性を示します。そして成果を、ハ
ーグ国際法アカデミーにおいて 2013 年に予定さ
れている特別講義、2011 年より発足した国際法協
会の「国際私法と知財委員会」においてグローバ
ルに情報発信します。また UNCITRAL をはじめ
とする国際立法作業へのインパクトを与えます。 

 
【当該研究課題と関連の深い論文・著書】 

Basedow J./ Kono T./ Metzger A. (eds.), 
Intellectual Property in the Global Arena, Mohr 
Siebeck, Tübingen, (2010), pp.404. 
河野俊行(編著)知的財産権と渉外民事訴訟（弘文
堂）(2010 年)426 頁 
 

【研究期間と研究経費】 
  平成２３年度－２７年度 
    ５４，５００千円 
 

【ホームページ等】 
  現在作成中 
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